	中小貿易商社


売上は、輸出入ともおおむね横ばいで、若干前年を割っている企業もある。
収益面では、コスト環境が厳しいながらも概して横ばいあるいは改善している。
こうした状況下で、中国以外への新規投資や、ビジネスモデルを再構築して、利益を生み出すなど、企業ごとに様々な取組がなされている。
業界概要
日本標準産業分類には貿易商社という分類はないが、ここでは卸売業のうち、輸出取引、輸入取引、外国間取引（三国間貿易ともいう）といった貿易を行う事業者を貿易商社とする。貿易商社には、商品・事業ともに幅広く手がける大手の総合商社と、取扱分野を絞った中小規模の専門商社があるが、以下では主に後者についてみていく。
商社の役割は、商品を流通させる「商取引機能」を始め、与信・保証・融資といった「金融機能」、輸送・納入の手配を行う「物流機能」、海外情勢や国内企業の情報を収集・分析する「情報・調査機能」などがある。加えて貿易商社の場合は、貿易業務全般についての知識・ノウハウが必要となるほか、為替変動リスクやカントリーリスク、海外の取引相手に対する信用リスクといった、国内取引にはないリスクを負担している。
大阪の地位
既存の統計からは大阪の貿易商社の数を把握することができないため、卸売業の海外取引の状況からその特徴をみていく。経済産業省『平成19 年商業統計表 産業編（都道府県表）』で卸売業に属する事業所の年間商品販売額をみると、大阪府の卸売業の直接輸出額（国外への販売額） は2兆7,608億円で13.5％、直接輸入額（国外からの仕入額）は4兆5,852億円で全国の11.3％を占めている。輸出入とも、東京都は対全国比で7割を超えており、大阪府は、それに次いで全国第２位の規模である。
直接輸出で取引額が大きいのは、生産財、資本財、消費財の３財にわたる商品を扱う「各種商品卸売業」、「機械器具卸売業」、「建築材料、鉱物・金属材料等卸売業」、「電気機械器具卸売業」などである。全国に占める割合では、繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く）（74.0％）、繊維・衣服等卸売業（66.1％）、衣服・身の回り品卸売業（44.3％）など、繊維関連のシェアが高い。
直接輸入で取引額が大きいのは、「各種商品卸売業」、「機械器具卸売業」、「繊維・衣服等卸売業」、「電気機械器具卸売業」などである。また全国に占める割合では、繊維品卸売業（衣服、身の回り品を除く）（58.3％）、繊維・衣服等卸売業（31.9％）、衣服・身の回り品卸売業（25.1％）などやはり繊維関連のシェアが高い。
輸出入とも相手国は中国の割合が高く、輸出に関しては、東アジア、ＡＳＥＡＮ、米国なども多い。多くの商社は中国、韓国、シンガポール、タイなどに現地法人を置き、製造機能も持っている。
売上は輸出入とも横ばいか９割程度
貿易統計で近畿圏の輸出入動向をみると、輸出額は、欧州危機や円高の影響により、対前年同月比で、23年9月から連続でマイナスを付けている。輸入額は、原材料価格の高騰等により、22年１月からプラスで推移していたが、24年6月にマイナスに転じた。
企業ごとの売上動向では、輸出は、厳しい状況であり、前年対比で、横ばいあるいは９割程度という。要因としては概ね３つあり、①欧州景気の冷え込みから中国向けの勢いが止まったこと、②円高による価格競争力の低下、③中国や韓国など、競争相手国における現地生産の活発化、である。また、20年９月のリーマン・ショックの影響からは概ね回復しているというが、一部の企業では、未だリーマン・ショック前の状態に戻っていない。一方、中近東を主な仕向地としている企業では、ドバイ・ショックから回復し、アラブの春も落ち着くことで、現地の需要は拡大しているという。
商品別では、繊維関連は横ばいであり、電機・電子部品関連は概ね厳しい。欧州向けの精密機器も厳しく、同じく欧州向けの一般機械は伸び悩んでいるが、中国向けの医療関連は好調である。また、自動車関連部品は伸び悩んでいるが、中近東向けの自動車・タイヤなどは好調だという。
輸入に関しては、国内の需要が鈍く、厳しい状況であるが、円高によって苦境は若干緩和されている。国内市場としての大阪は、東京と比べ勢いが無いという。
コスト環境は悪化も、企業努力で収益は改善傾向
対ドル円相場（東京インターバンク、スポット中心相場、月中平均）は、23年７月に１ドル79.47円と80円を切ってから、同年10月28日には、75.86円とプラザ合意後最高値を付けるなど、円高基調で推移し、直近24年９月においても78.17円と、欧州危機に端を発する円高圧力は依然収まっていない。基本的にどの企業も為替予約をしているが、ヘッジを超える変動による為替差損を生じているケースもある。
仕入価格は下がっている企業もあったが、横ばいという企業が多い。販売価格も横ばいである。コスト競争では、中国はじめアジア諸国に勝てないため、企画、デザイン、開発から関わることで商品に付加価値を付ける、あるいは、個別対応、短納期対応、営業力、品質管理、安定供給などのビジネス手法で付加価値を出すなど、各企業とも様々な取組をしている。
一方、輸入においては、円高は一般的に有利にはたらくが、国内需要が伸び悩んでいるため、円高のメリットはさほど大きくないという。売るために値下げをせざるを得ないという声も聞かれた。
収益は上記取組によって改善している企業もあるが、横ばいという企業もある。採算は黒字の企業が多いが、一部では赤字である。資金繰りは順調である。低金利などによって、経営環境は安定しているという。
在庫に関しては、受注後に商品を発注することによって在庫をほとんどもたない企業と、在庫を抱えることを強みとしている企業がある。企画提案もしている企業では在庫リスクも負っている。
採用は横ばいあるいは持ち直し
新規採用は、コンスタントに行っている企業が多く、優秀な社員を採りたいという企業も多い。デザイナーなど専門職を積極的に採用する企業もある。また、輸出業務における英語力を強化したり、アジアの現地法人への投資に際して、現地へ語学留学をさせたりするなど、人材力の強化も積極的に行われている。
中国以外のアジア諸国への投資を積極化
これまで、中国の現地法人への投資が盛んであったが、中国においてもコストが上昇している昨今、チャイナ・プラス・ワンと言われるように、各企業はＡＳＥＡＮ諸国への工場建設や事務所などの拠点開設など、中国以外のアジア諸国への新規投資に積極的である。しかし、繊維産業に関しては、中国以外のアジア諸国では、体制が充分整っておらず、即ポストチャイナになりえないという。中国でも、地方部は低賃金であるが、新規投資をする際は、契約の未遂などリスクが伴う。
新たな取組
国際的なコスト競争環境が厳しい中、各企業とも様々な取組を考えている。
コスト面では、これまで国内からの仕入れをしてきた企業では、新たに台湾メーカーの製品を取扱い、コストを下げるという。
新規投資では、ロシアや中南米、インドなどの新規市場を開拓する事例もある。他社があまり手がけていない市場などで独自性を発揮する例もある。
商品面では、新たに産学共同で付加価値をつけ、新規市場を開拓している事例も聞かれた。
ビジネスモデルでは、商品の企画・開発力、設計・デザイン力を高める動きや、製造機能も強化する動きなどがある。また、新規投資にあたっては、将来的に配当によって投下資金を回収するシステムを設計していくという。円高、卸の中抜き、生産の現地化などのため、従来の卸売機能だけでは厳しいためである。また、今後は在庫リスクを取ることによって即納体制をとっていきたいという話も聞かれた。
中国におけるデモの影響
中国でのデモがビジネスに与えた実害は無いが、輸出入の全量検査でモノの動きが鈍くなっているというケースはあった。
今後の見通し
今後の景況は、不透明あるいは停滞気味や苦しいなど厳しい声が多く聞かれた。商品別では、繊維関連は、輸出入とも秋冬は横ばい、あるいは若干厳しい見通しである。電機・電子部品は今後も厳しい見通しである。国別では、輸出に関しては、中国向けの動きが止まりあまり良くないが、中近東の需要見通しは明るい。
　　　　　　　　　　　　　　　　（福井　紳也）
表　大阪府の卸売業の年間商品販売額と対全国シェア　　　　　　　　　　　 　　　（単位：百万円、％）
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各種商品卸売業 917,311 12.5 1,276,715 6.7

機械器具卸売業 765,775 12.1 1,083,975 17.5

建築材料、鉱物・金属材料等卸売業

581,895 11.4 726,666 11.3

電気機械器具卸売業 298,742 9.5 741,680 23.5

繊維・衣服等卸売業 241,588 66.1 921,737 31.9


資料：経済産業省『商業統計』。　
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